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稲沢市中小企業振興基本条例（ 素案）からの修正点  

前文  

 稲沢市は、天下の奇祭として有名な「国府宮はだか祭」、晩秋に黄金色

に染まるイチョウ、 また近年「織田信長公生誕の地」としても知られ て

いる。古くは、尾張国の国府が置かれ、国分寺・国分尼寺が建立され、

江戸時代には美濃路の宿場町として賑わいを見せ るなど歴史を重ね、肥

よくな土壌と温和な気候を生かし、植木や苗木の産地として も発展して

きた。濃尾平野のほぼ中央部にあり、 また、名古屋市へのアクセスが良

いためのベッドタウンとして発展 するとともに 、交通の便の良さから大

企業等の工場が数多く立地してきた。  

現在、本市には、 多様な事業活動を 行う中小企業があり、地域経済の

根幹を担っている。わが国企業の９９ .７％、従業者の７割を占める中小

企業は、経済を支える重要な存在であり、市内においても事業所の約〇

割が中小企業である。中小企業は、 地域経済循環の基礎であり続けると

ともに、人材育成や雇用創造で大きな役割を果たして いる。  

近 年 、 経 済 の 国 際 化 の 進 展 、 企 業 間 競 争 の 激 化 に 加 え 、 少 子 高 齢 化 、

人口減少、消費構造の変化等、中小企業を取り巻く環境は変化しており、

経営者の高齢化、 後継者不足、事業承継等の課題が深刻になって いる。  

こうした中で、稲沢市が将来にわたり 、持続可能なまちづくりを進め

ていくためには、中小企業自らが、創意工夫して 、新しい価値を創造し、

地域で再投資を行い、事業経営の安定・向上を図るとともに、 事業者、

団体、市民が、市に対する誇りを持ち、 市と連携・協働し、まちづくり

の担い手として取り組むよう努めることが重要 である。  

ここに、中小企業の役割とその重要性を理解し、中小企業の振興を重

要な政策として位置付けると 共に、中小企業の振興を通じて地域経済の

循環を促進し、 稲沢市に住んでよし、働いてよし、訪れてよしの 魅力あ

ふれる豊かなまち とするために、この条例を制定 する。

＜資料２＞  



2 

 

（目的）  

第１条  この条例は、中小企業の振興について、基本理念を定め、及び

市の責務、中小企業者等の努力等を明らかにするとともに、中小企業

の振興に関する施策の基本方針等を定め、これを総合的に推進するこ

とにより市民生活の向上に寄与することを目的とする。  

（定義）  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。  

(1) 中小企業者  中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第 ２

条第１項に規定す る中小企業者であって、市内に事業所を有するも

のをいう。ただし、小規模企業者であるものを除く。  

＜小規模企業者 の除外はなし 、含む規定 へ変更＞  

(2) 小規模企業 者  中小企業者のうち、中小企業基本法第２条第５項

に規定する小規模企 業者であって、市内に事業所を有するもの をい

う。  

(3) 中小企業団体  中小企業者及び小規模企業者（以下「中小企業者

等」という。）を支援する事業を行う団体及び法人（商工会議所、商

工会、商店街振興組合、事業協同組合 、観光協会その他の中小企業

者等の支援を行うもの。ただし、支援機関、金融機関を除く 。）で、

市内に事務所を有するもの をいう。  

(4) 支 援 機 関  国 又 は 愛 知 県 が 所 管 す る 中 小 企 業 者 等 の 支 援 に 取 り

組む公的な機関で、愛知県内に事業所を有する法人 、及び中小企業

等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第３１条第２項 に規定す

る認定経営革新等支援機関であって、市内に事業所を有するものを

いう。  

(5) 大企業  中小企業者 等以外の事業者であって、市内に事業所を有

するものをいう。  

(6) 金融機関  銀行、信用金庫その他の金融業を営む 者で、市内に事

業所を有するものをいう 。  

(7) 教育機関  学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定

する市内の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、大学及び高

等専門学校をいう。  
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(8) 市民  市内に住所を 有し、有する者及び市内に通勤、又は通学す

る者をいう。  

（基本理念）  

第３条  中小企業の振興は、次の各号に掲げる事項を基本理念として、

これに基づき推進されなければならない。  

(1) 中 小 企 業 者 等 の 自 主 的 な 努 力 及 び 創 意 工 夫 と 経 営 向 上 に 対 す る

主体的な努力 を基本とすること。  

(2) 中 小 企 業 者 等 が 地 域 社 会 の 発 展 及 び 市 民 生 活 の 向 上 に 重 要 な 役

割を果たしていると認識 すること。  

(3) 設備、技術、知識及び技能その他の 経営資源の確保が困難である

と認められる 小規模企業者に対して、その経営の規模及び形態を勘

案し、事業の持続的な発展に向け 支援すること。  

(4) 中小企業者 等、市、中小企業団体、支援機関、大企業、金融機関 、

教育機関及び市民が 相互に連携・協力すること 。  

(5) 自然環境、地域産品、人材、技術その他 地域資源を総合的に活用

すること。  

（市の責務）  

第４条  市は、前条に定める基本理念にのっとり、 中小企業者等の実態

を的確に把握することに努めるとともに、社会経済情勢の変化に対応

した、適切な中小企業の振興に関する施策を策定し 、実施に努めるも

のとする。  

２  市は、中小企業の振興に関する施策の策定及び実施に あたっては、

中小企業者等、中小企業団体、支援機関、大企業、金融機関、教育機

関及び市民と協力して効果的に行うよう努め るものとする 。  

３  市は、工事の発注、物品及び役務の調達 等にあたっては、中小企業

者等の受注機会の増大を図り、受注者に対しては市内への再投資 を促

すように努め るものとする。  

４  市は、経営資源の確保が困難であることが多い 小規模企業者の事業

に配慮し、必要な措置を講ずる ものとする。  

（中小企業者の役割）  

第５条  中小企業 者は、基本理念にのっとり 、次の各号に掲げる役割を

担 い 、 経 済 的 社 会 的 環 境 の 変 化 に 対 応 し て 、 自 ら の 創 意 工 夫 の も と 、



4 

 

事業計画に基づいた新たな事業の展開、販路の開拓に取り組む 等、主

体的に経営革新、経営基盤の強化 等に努めるものとする。  

２  中小企業者は、自らが地域経済の基盤を形成していることを認識し、

市の地域資源の活用、市内での再投資、雇用機会の確保及び 人材の育

成、従業員が仕事と生活の調和を図ることができる環境整備、その他

労働環境の整備に自主的に取り組む よう努めるものとする 。  

３  中小企業者は、地域が取り組むまちづくりの活動に積極的に貢献し、

地域社会と協働することで、事業活動を通じて地域社会の発展及び市

民生活の向上に寄与するよう努めるものとする 。  

４  中小企業者は、 自らの経営力を強化するため、 中小企業団体 への加

入 や 支 援 機 関 等 の 活 用 を 積 極 的 に 行 い 、 他 の 中 小 企 業 者 等 、 大 企 業 、

金融機関、教育機関 及び市民と交流し、互いの協力によって、一層の

事業の発展に努めるものとする。  

５  中小企業者は、 市が実施する中小企業の振興に関する施 策に協力す

るよう努めるものとする 。  

＜第６条小規模 企業者の役割  第１項、第２項とも削除、以降繰り上げ＞  

（小規模企業者の役割）  

第６条  小規模企業者は、基本理念にのっとり、地域の特色を生かした

事業活動に取り組むととともに、他の中小企業者等との連携を促進し、

経済的社会的環境の変化に対応して、自らの創意工夫のもと、円滑か

つ着実な事業展開、経営基盤の強化等に努めるものとする。  

２  小規模企業者は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力

するよう努めるものとする。  

（中小企業団体の役割）  

第６条  中小企業団体は、 基本理念にのっとり、 中小企業者 等の実態を

把握し自らの事業活動に反映するとともに、中小企業者等の経営の向

上、改善及び革新、会員相互の関係強化の促進、及び他の団体との連

携に努めるものとする。  

２  中小企業団体は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力

するよう努めるものとする。  

（支援機関の役割）  

第７条  支援機関は、基本理念にのっとり、 中小企業者等に対し、事業
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活動に有効な国 、県、市等の施策や支援事業の情報を提供するととも

に、多様化及び複雑化する 中小企業者 等の経営課題に対し、課題解決

に向けた事業計画の策定等の専門性の高い支援を通じ、中小企業者 等

の経営力の強化を図り、経営革新及び創業の支援に努めるものとする 。 

（大企業の役割）  

第８条  大企業は、 基本理念にのっとり、自らの事業活動において中小

企業の重要性を認識し、地域経済の振興を図るため、中小企業者 等と

の連携及び協力に努めるものとする。  

＜第２項・第３項  中小企業施策への協力・団体加入の努力義務は削除＞  

２  大企業は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を自覚し、

市 が 実 施 す る 中 小 企 業 の 振 興 に 関 す る 施 策 に 協 力 す る よ う 努 め る も

のとする。  

３  大企業は、中小企業団体への加入その他団体の活動に協力するよう

努めるものとする。  

（金融機関の役割）  

第９条  金融機関は、基本理念にのっとり、 中小企業者等の経営の安定

化、経営革新及び経営の向上に取り組むことができるよう、中小企業

者等に適した円滑な資金の供給、有用な情報の提供、経営相談等の支

援を行うことにより、その発展に協力するよう努めるものとする。  

２  金融機関は、 市や中小企業団体と 連携し、 創業、ビジネスマッチン

グ 及 び 事 業 承 継 ほ か 中 小 企 業 者 等 の ラ イ フ ス テ ー ジ に 応 じ た 支 援 に

努めるものとする。  

＜第３項  中小企業施策への協力義務は、支援機関等に倣い削除＞  

３  金融機関は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力する

よう努めるものとする。  

（教育機関の役割）  

第１０条  教育機関は、基本理念にのっとり、 職場体験活動 等を通じた

キ ャ リ ア 教 育 の 推 進 、 次 世 代 の 地 域 の 産 業 経 済 を 担 う 人 材 の 育 成 等 、

中小企業者等の成長、発展に 協力するよう努めるものとする。  

＜第２項  中小企業施策への協力義務は、支援機関等に倣い削除＞  

２  教育機関は、人材の育成及び研究開発並びにその成果の普及を通じ

て、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努める
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ものとする。  

（市民の理解と協力）  

第１１条  市民は、基本理念を理解し、 消費者として市内において生産

され、製造され又は加工された物を消費し 、市内で提供されるサービ

スを利用する等により、中小企業の振興が地域経済の持続的な発展 及

び市民生活の向上に果たす役割の重要性を理解し 、中小企業者等の成

長及び発展に協力するよう努めるものとする。  

（施策の基本方針）  

第１２条  市は、中小企業の振興に関する施策の策定及び実施にあたって

は、次の各号に掲げる事項を基本とする。  

(1) 小規模企業 者に対し経営改善等の支援を行うこと。  

(2) 中小企業者 等の事業の継続・安定化を図ること。  

(3) 中小企業者 等の新事業展開・経営革新を促進すること。  

(4) 中小企業者等のカーボンニュートラルの推進 その他社会的課題へ

の取組みを支援すること。  

(5) 創業を推進し、中小企業者等の事業承継 を支援すること。  

(6) 中小企業者 等の人材育成を支援すること。  

(7) 雇用を推進すること。  

(8) 中小商業・サービス業を支援し、 地域経済循環を促進すること。  

(9) 観光サービス を支援し、地域資源を活用した観光 需要を創出する

こと。  

(10) 植木・苗木や特色ある農産物 の生産、販売を促進する こと。  

（中小企業振興 会議）  

第１３条  市は、中小企業を振興し、地域経済の持続的な発 展を推進す

るため稲沢市中小企業振興会議（以下「振興会議」という。）を設置す

る。  

２  振興会議は、 中小企業者等、中小企業団体 の意見を聴取し、中小企

業の振興に関し、計画、施策その他必要な事項を協議し、市長に意見

を述べることができる。  

３  振興会議の組織、構成員その他運営に関し必要な事項は、市長が別

に定める。  

（財政上の措置）  
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第１４条  市は、中小企業の振興に関する施策を推進 するために必要な

財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。  

＜第１６条委任  細則の委任事項は振興会議関係のみであるため 削除＞  

（委任）  

第１６条  この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な

事項は、市長が別に定める。  

付  則  

この条例は、令和   年   月   日から施行する。  

＜付則の文頭１文字空け＞  


